今こそ人材育成に力を！

　　　　平成　1  9  年　８　月　２　１　日

全国総務部（局）長会議発言要旨

· 　第43代自治大学校長としての就任ご挨拶

· 　私は、地方公務員の幹部育成のための教育・研修という崇高な役割を担う自治大学校の校長という職を天職と心得て、自分自身の３２年間の公務員生活のすべてをかけて、自治大学校の５０有余年の歴史と伝統を大切に守りながら、時代の変化に対応した新しい価値の創造を目標に、サービスの質の向上や経営改革に取り組んでいく所存です（言ってみれば、自治大学校に関しては、すべてが自分の責任でやれることばかりであり、またその裏返しとして、すべてが自分の責任でもあります。したがって、中小企業の社長的感覚で頑張っていきたいと考えています）

· 　このことについて、近く、私の考えを文書にまとめて、職員の皆さんに理解を求めるとともに、地方自治体の関係者の皆さんにもお示しする予定にしていますが、今日はそのエッセンスをお話しすることにしたいと思います
· 　その主題は、それぞれの地方自治体におけるしっかりとした人材育成の体系の構築とその中における自治大学校等の中央研修機関の主体的・積極的活用についです

· 　まず、地方自治体を取り巻く状況についての私の基本認識について申し上げます。今や、グローバルな、そして昼も夜もない、24時間を通じた休みない地域間競争の時代となっており、こうしている間にも、努力する自治体と何もしないで眠っている自治体の格差は拡大しつつあるのではないかと大きな懸念を抱いています
· 　このような厳しい状況の下、人材育成はすべての基礎であり、基盤をなすものですが、　このことは、誰もが頭では分かっていますが、本当の意味で実行できているかどうかが勝負の分かれ道だと考えています
· 　地域間競争に打ち勝ち、生き残っていくためには、どんなに財政が苦しくても、どんなに人件費抑制のために定数を削減しなくてはならなくても、いや、逆にそういう状況だからこそ、限られた人員、一人一人の潜在力を十分に引き出していくため、また、地域の将来を担う優秀な人材を育て、その人材をフルに活用するため、人材育成の体系きちんと整備して、計画的に、ある程度の時間をかけて着実に実行していかなければなりません。たとえば、人員を１割カットしなければならないとするならば、住民サービスの維持・向上のためには、職員の能力アップにより、その生産性を１割以上アップさせなければなりません
· 　人材育成はきちんとした取り組みを始めてから、ある程度の時間がたたないと目に見えて成果は現れてきません。また、逆にその失敗のつけは、恐ろしい生活習慣病のように、何十年も後になってじわりと現れてきます。言ってみれば「人材育成さぼり（軽視）症候群」とでもいうべきものに陥ってしまっている自治体は、２０年後、３０年後にその報いを受けることになり、その時には後悔先にたたずということになってしまっているでしょう
· 　自分たちの人材育成の体系の中で、大学や大学院、自治大学校、市町村アカデミーなどの中央研修期間や高等教育機関をどう活用するかは、十分に時間をかけて検討すべき重要なテーマです

· 　ただ、順番にその時に最適の人材を送ればいいというものではなく、自分たちの人材育成の理念やコンピテンシーの形成（高い業績をあげている職員の行動特性を分析し、望ましい行動様式を持った人材像を作り上げる）の中で、どういう人材に、どういう時期に、どういう研修を受けさせるか、そしてその場合に、これらの中央研修機関等をどう活用していくかを前向きに考えていただきたいと思います
· 　派遣希望者を予め登録する方法、選抜をして派遣する方法、人事評価への反映をする方法、派遣相手方の機関への研修効果の評価依頼をする方法、市町村共同で派遣する方法など、検討に値するテーマはたくさんあるはずです
· 　特に、市町村について申し上げると、最近の自治大学校派遣の状況から見る限り、明らかに地域格差が生じてきており、このまま放置すると、将来、人材育成、教育・研修の格差が地域活力の格差につながっていくのではないかと大きな懸念をいだいています
· 　人材育成のための財源は、市町村振興協会などにないわけではないので、問題は、それをうまく使いこなせているかどうかではないかと思います
· 　市町村振興協会による共同派遣制度、選抜派遣制度、広域派遣制度などいろいろ考えられますし、現に相当程度の協会が既に制度化していますので、お互いに参考にしながら、制度の創設や充実を考えていただきたいと思っています
· 　その際、個々の市町村の持分とか規模にあまりこだわりすぎずに、広域的な観点から優秀な人材を発掘し、育成していくとか、広域連合などを現実に担っていく人材を育成するとか、合併市町村の人材育成に配慮するとか、財政力の弱い小規模市町村に配慮するとかいう視点が是非とも必要だと考えます。そのためには、都道府県のリーダーシップの発揮が不可欠であると考えられますので、適切に対処していただきたいと思います
· 　繰り返しになりますが、人材育成が重要だと口では言いながら、公務の世界では民間に比べるとまだまだ改善の余地が多いというのが私の偽らざる実感です。そういう状態のままで放置しておくことは、今のままでは自分たちが地域間競争に勝てないことを自覚していながら、何の手も打たずに座して死を待つというのに等しく、やるべきことをやらずにサボっている状態であり、住民に対しても説明がつかないのではないかと考えています
· 　今こそ、「米百俵」の精神を再び心に銘記して、効果的な人材育成、教育・研修に計画性をもって取り組むべきであると考えます
· 　以上のような基本的な考え方の上に立って、以下、具体的に、何点かお願いしたいと思います
まず、平成19年度の研修課程についてですが、来年1月からのおおむね3ヶ月間の第2部課程（市町村の係長相当職以上の職員を対象）に、まだ定員の余裕があります。貴都道府県内の市町村への再度の強力な働きかけをお願いします。なお、対象者は、広域連合、一部事務組合、共済組合、市長会、町村会、市町村振興協会などの関連団体の職員でも結構です
次に、平成20年度の来年4月及び10月からのおおむね6ヶ月間の第1部課程（都道府県及び市の課長補佐・係長相当職の職員を対象）への研修生の派遣について、貴都道府県の優秀な職員を選抜して計画的に派遣していただくよう前向きにご検討いただくとともに、貴都道府県内の市への働きかけを強化していただくようお願いします。特に、定員に余裕がある4月からの派遣について、今の段階から計画的かつ前向きにご検討いただけるようにお願いします
また、来年4月、１０月、1月からのおおむね3ヶ月の第2部課程への研修生の派遣について、市町村への働きかけを同様に強化していただくようお願いします。特に、定員に余裕がある4月及び1月からの派遣について、事前に計画して前向きにご検討いただけるようにお願いします
さらに、来年度から新設を予定している「新時代・地域経営コース（仮称）」（おおむね３０～40名を3週間で、地域力創造、第2次地方分権改革や地方税財政改革の動向、NPM総論、新しい組織・人事管理、経営品質管理、住民協働、公会計改革、資産・債務改革、新しい財政健全化法への対応、市場化テスト、ＰＦＩなどの先端的地域経営手法の習得を目指して、短期間に集中的に研修を行うものです）への研修生の派遣を是非前向きにご検討いただくとともに、貴都道府県内の市町村に対しても強力な働きかけをお願いします。なお、この場合において、他の課程からの振替派遣は基本的にはご遠慮いただくようにお願いします（これまでの研修派遣に加えて増員派遣をしていただく自治体を優先的に取り扱う予定としていますし、是非にという自治体については今からでも事前登録をしておきたいと考えています）
· 　最後に、パンフに挟み込んだ新しいセールスペーパーについて説明とお願いをしたいと思います。私は、是非、人事課や研修所関係者の皆さんによる自治大学校の施設視察、体験聴講、研修生激励をお願いしたいと思っています。百聞は一見にしかずであり、自治大学校の素晴らしさを多くの方々に体感していただきたいと思っています。自治大学校は平成１５年に立川基地跡地の大規模区画整理地内に新築・移転しており、都心から一時間強と、皆さんが思っておられるより意外に近く、大変便利なところにあります。既に、７月の私の校長就任以来、１０以上の自治体の関係者の方々にお見えいただいております。是非、出来るだけ早く、出来ればこの秋のうちに、お出でいただけるようお願いします
· 　こちらも、皆さんのお出でを心待ちにし、誠心誠意対応させていただきたいと思っています。また、機会を見つけて、公開特別講演、施設視察会なども企画するつもりです（既に、１１月７日（水）には、前鳥取県知事・慶応大学教授の片山善博氏を招いての特別講演を計画しています）ので、その際には、東京事務所の方々を含め、ご案内を差し上げたいと考えています。是非、多数の関係者の方々の参加をお願いします
· 　また、私たちは立川キャンパスの中で“待ち”の姿勢でいることなく、直接、県や市町村に出向いての出張講話（講義）や人材育成・教育・研修システムの構築に関する意見交換会にも、平日に限らず積極的に出向いて行く用意がありますので、ご遠慮なく相談いただければありがたいと思います
